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１ 概要

○ 香川県と県内16市町（※全市町数17）で用水供給事業と末端給水事業の統合し、H29年秋に企業団を設立、H30年

度からの事業開始に向け、県内１水道の実現を検討している事例（香川用水を活用した水源の一元管理及び円滑な

水融通）。

○ 課題として、①人口減少による給水収益の減少、②香川用水の取水制限等への対応、③施設の計画的更新・耐震

化、④施設整備水準やサービスの平準化、⑤職員数の最適化・技術力継承

８市５町
（水道事業）

香川県
（用水供給事業） 企業団

（水道事業）

県・８市８町
で構成

＜現況＞

※香川用水からの供給を
受けず

※１町は参加せず
（岡山県側から送水）

小豆地区広域
行政事務組合

（用水供給事業）

２町
（水道事業）

２町
※１町は簡水のみ

※県内水道水源の
約48％を供給
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２ 当該手法の効果

○ 統合の手法としては、業務の効率化等による経営基盤の強化、国庫補助金等の活用等を勘案の上、各市町毎に水

道料金のシミュレーション（下図）を行った上で、事業統合が最も効果的であるという結論に至った。

○ 広域化の効果としては、①業務共同化や計画的・効率的な施設更新による経費・更新費削減、料金値上げの抑

制、②水源の一元管理や管理体制の強化による安全な水道水の安定供給、③事業規模拡大による効率的な人員配

置・人材育成、④渇水や災害時の危機管理体制拡大・窓口利便性拡大

○ 職員数が平成26年から平成38年で104名減、浄水場が29施設減、運営費・事業費が、平成28年から平成55年で954

億円減（年間34億円減）、供給単価が平成55年の時点で単独経営よりも16％減の効果が見込まれる（平成26年10月

「基本的取りまとめ」時の分析）。

〔広域化等〕用水供給と末端給水の垂直統合（香川県、県内16市町） ②

3


